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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

1 総
重度障害者医療
費助成事業

重度障害者の福祉の増進
重度障
害者

政
策

保険年金
課

581,941
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 607,653 8
重度障害者医
療費助成の円
滑な事務執行

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

1
重度障害者医療
費助成事業

保険年金
課

助成対象者への
医療証交付

交付件数
年４００
件

年４６７
件

助成対象者への
医療証交付

交付件数
年４００
件 8

重度障害者医
療費助成の円
滑な事務執行

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
重度障害者医療
費助成事業

保険年金
課

病院窓口で対応
出来なかった分
を償還払いする

償還払いの件
数

年4200
件

年8415
件

56,742
病院窓口で対応
出来なかった分
を償還払いする

償還払いの件
数

年
10,300
件

65,000 8
重度障害者医
療費助成の円
滑な事務執行

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

1
重度障害者医療
費助成事業

保険年金
課

国保連合会への
扶助費の支払い

支払件数
年
55000
件

年
83159
件

511,738
国保連合会への
扶助費の支払い

支払件数
年
93,000
件

542,653 8
重度障害者医
療費助成の円
滑な事務執行

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

1
重度障害者医療
費助成事業

保険年金
課

県費補助金申請
事務

申請の回数 ５回 ５回
県費補助金申請
事務

申請の回数 ５回 8
重度障害者医
療費助成の円
滑な事務執行

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
重度障害者医療
費助成事業

保険年金
課

県の制度見直し
対応

システム改修
平成２２
年３月

平成２１
年１０月

13,461

2 総
障害者保健福祉
計画に係る見直
し事務

障害者の施策を総合的、
計画的に推進し福祉の増
進を図る。

障害者
政
策

障害福祉
課

182
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 280 未 高 中 高 拡大
増
や
す

2

障害者保健福祉
計画に係る見直
し事務

障害福祉
課

障害者保健福祉
計画推進委員会
の開催

開催回数 年２回 年２回 182
障害者保健福祉
計画推進委員会
の開催

開催回数 年３回 280 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

2

障害者保健福祉
計画に係る見直
し事務

障害福祉
課

障害者保健福祉
計画推進委員会
の計画進行状況
調査

庁内調整会議
の開催回数

年２回 年２回

障害者保健福祉
計画推進委員会
の計画進行状況
調査

庁内調整会議
の開催回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
障害者表彰に係
る事務

障害者の表彰のため
表彰対
象者

政
策

障害福祉
課

42
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 49 未 中 高 高
現状維

持
なし 維持

3
障害者表彰に係
る事務

障害福祉
課 審査会の開催

表彰対象者の
選考回数

年１回 年１回 35 審査会の開催
表彰対象者の
選考回数

年１回 35
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
障害者表彰に係
る事務

障害福祉
課

賞状の筆耕に係
る事務

賞状の作成枚
数

年６枚 年２枚 7
賞状の筆耕に係
る事務

賞状の作成枚
数

年４枚 14
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
障害者表彰に係
る事務

障害福祉
課

対象者の調査及
び推薦

調査及び推薦
の時期

平成２１
年７月

平成２１
年７月

対象者の調査及
び推薦

調査及び推薦
の時期

平成２２
年７月

不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

4 総
福祉タクシー券
印刷に係る事務

福祉タクシー券印刷
対象障
害者

政
策

障害福祉
課

683
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 683 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
福祉タクシー券
印刷に係る事務

障害福祉
課

福祉タクシー券
の印刷

印刷冊数
年2500
冊

年2500
冊

683
福祉タクシー券
の印刷

印刷冊数
年2500
冊

683
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総 車椅子貸出事業 車椅子の貸出
利用希
望者

政
策

障害福祉
課

0
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 25 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

5 車椅子貸出事業
障害福祉

課
貸出用車椅子の
修理

修理が必要な
車椅子の台数

５台 ０台 0
貸出用車椅子の
修理

修理が必要な
車椅子の台数

５台 25
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

5 車椅子貸出事業
障害福祉

課 車椅子貸出事業 貸出台数 年５０台 年７３台 車椅子貸出事業 貸出台数 年５０台 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
車椅子の管理を嘱託
職員で行います。

予算
なし

6 総
身体障害者更生
医療診療報酬手
数料の支払事務

障害の除去や障害程度の
軽減

対象者
義
務

障害福祉
課

35
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 35
現状維

持
なし 維持

6

身体障害者更生
医療診療報酬手
数料の支払事務

障害福祉
課

身体障害者更生
医療診療報酬手
数料の支払

支払件数 年２４件 年２４件 35
身体障害者更生
医療診療報酬手
数料の支払

支払件数 年２４件 35
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7 総
療養介護診療報
酬手数料の支払
事務

療養介護診療報酬事務手
数料の支払

対象者
義
務

障害福祉
課

2
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3
現状維

持
なし 維持

7

療養介護診療報
酬手数料の支払
事務

障害福祉
課

支給決定及び費
用の支払

支払回数 年１２回 年１２回 2
支給決定及び費
用の支払

支払回数 年１２回 3
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8 総
支援費及び自立
支援給付（国保
連）に係る事務

支援費等の支払い総合シ
ステム

対象者
義
務

障害福祉
課

3,027
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4,080
現状維

持
なし

増
や
す

8

支援費及び自立
支援給付（国保
連）に係る事務

障害福祉
課

国保連への手数
料の支払

支払回数 年１２回 年１２回 3,027
国保連への手数
料の支払

支払回数 年１２回 4,080
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

8

支援費及び自立
支援給付（国保
連）に係る事務

障害福祉
課

国保連への手数
料の支払いに関
する書類整理、
入力

入力回数 年１２回 年１２回

国保連への手数
料の支払いに関
する書類整理、
入力

入力回数 年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
福祉総合システ
ム（ささえ）に
係る事務

障害者情報の管理 障害者
内
部

障害福祉
課

13,357
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 12,263 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9

福祉総合システ
ム（ささえ）に
係る事務

障害福祉
課

システム改修に
要する委託料の
支払

支払回数 年１回 年１回 2,992
システム改修に
要する委託料の
支払

支払回数 年１回 1,898
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9

福祉総合システ
ム（ささえ）に
係る事務

障害福祉
課

使用料及び賃借
料の支払

支払回数 月１回 月１回 10,365
使用料及び賃借
料の支払

支払回数 月１回 10,365
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

701 総
請求内容チェッ
クシステムに係
る事務

介護給付等請求内容の
チェック

障害者
内
部

障害福祉
課

0 Ｚ

701

請求内容チェッ
クシステムに係
る事務

障害福祉
課

使用料及び賃借
料の支払

支払回数 月１回 未執行 0

10 総

県障害児（者）
ケースワーカー
連絡協議会に係
る事務

障害児（者）に関する連
絡会議

障害児
（者）

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

10

県障害児（者）
ケースワーカー
連絡協議会に係
る事務

障害福祉
課 協議会への参加 参加回数 年２回 年１回 協議会への参加 参加回数 年１回

不
可

必
要

不
可

不
可

無
予算
なし

11 総
県雇用開発協会
負担金に係る事
務

身体障害者の雇用開発、
促進、啓発、相談等

対象者
政
策

障害福祉
課

40
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 40 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11

県雇用開発協会
負担金に係る事
務

障害福祉
課

会議への参加及
び負担金の支払

会議参加回数 年１回 年１回 40
会議への参加及
び負担金の支払

会議参加回数 年１回 40 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持



業務棚卸評価シート（平成２２年度版） 3/17

実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

12 総
県障害者スポー
ツ振興協議会負
担金に係る事務

障害者の社会参加支援 対象者
政
策

障害福祉
課

40
適切な事務により成
果がでている。 Ａ 40 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

12

県障害者スポー
ツ振興協議会負
担金に係る事務

障害福祉
課 負担金の支払 支払回数 年１回 年１回 40 負担金の支払 支払回数 年１回 40

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総
特別障害者手当
（国手当）に係
る事務

重度障害者の支援、特別
障害手当（国手当）の支
給のための事前事務

重度障
害者

義
務

障害福祉
課

173
適切な事務により成
果がでている。 Ａ 173

現状維
持

なし 維持

13

特別障害者手当
（国手当）に係
る事務

障害福祉
課

手当の支給のた
めの審査会事務

審査会開催回
数

年１２回 年１５回 173
手当の支給のた
めの審査会事務

審査会開催回
数

年１５回 173
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
障害者（自立更
生）表彰に係る
事務

障害者（自立更生）表彰 対象者
義
務

障害福祉
課

10
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 18
現状維

持
なし 維持

14

障害者（自立更
生）表彰に係る
事務

障害福祉
課 表彰式の開催 開催回数 年１回 年１回 10 表彰式の開催 開催回数 年１回 18

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14

障害者（自立更
生）表彰に係る
事務

障害福祉
課

対象者の調査及
び推薦

推薦対象者数 年４人 年２人
対象者の調査及
び推薦

推薦対象者数 年４人
不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

15 総
全国スポーツ大
会参加報償に係
る事務

障害者のスポーツ育成と
健康の増進

対象者
政
策

障害福祉
課

20
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 20 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15

全国スポーツ大
会参加報償に係
る事務

障害福祉
課 報償費の支払 対象者数 年２人 年４人 20 報償費の支払 対象者数 年４人 20

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
手話指導者等講
習会の開催

障害者支援者の養成 対象者
政
策

障害福祉
課

40
講習会開催により、
成果がでた。 Ａ 40 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

16
手話指導者等講
習会の開催

障害福祉
課 研修会の開催 開催回数 年２回 年２回 40 研修会の開催 開催回数 年２回 40

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17 総
レクリエーショ
ン事業に係る事
務

障害者のスポーツ育成と
健康の増進

障害者
政
策

障害福祉
課

417
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 476 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17

レクリエーショ
ン事業に係る事
務

障害福祉
課

参加者への昼食
支給

支給回数 年５回 年５回 81
参加者への昼食
支給

支給回数 年５回 134
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

レクリエーショ
ン事業に係る事
務

障害福祉
課

参加者のための
バスの借り上げ

バスの借り上
げ回数

年５回 年５回 336
参加者のための
バスの借り上げ

バスの借り上
げ回数

年５回 342
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18 総
手話通訳者等派
遣事業

障害者の日常生活支援
聴覚障
害者

義
務

障害福祉
課

46
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 46
現状維

持
なし 維持

18
手話通訳者等派
遣事業

障害福祉
課

手話通訳者等の
派遣時の損害保
険契約の保険料
支払

支払時期
平成２1
年６月

平成２1
年６月

46

手話通訳者等の
派遣時の損害保
険契約の保険料
支払

支払回数 年１回 46
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19 総
手話通訳者・要
約筆記者市外派
遣事業

聴覚障害者等のコミュニ
ケーション支援事業

必要と
する者

政
策

障害福祉
課

7
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 8 未 高 高 高
現状維

持
維持
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

19

手話通訳者・要
約筆記者市外派
遣事業

障害福祉
課

手話通訳者・要
約筆記者の市外
への派遣

交通費の支給
回数

年４回 年１回 7
手話通訳者・要
約筆記者の市外
への派遣

交通費の支給
回数

年４回 8
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総
手話通訳者・要
約筆記者派遣委
託

障害者の日常生活支援 障害者
政
策

障害福祉
課

265
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 270 未 高 高 高
現状維

持
維持

20

手話通訳者・要
約筆記者派遣委
託

障害福祉
課

手話通訳者・要
約筆記者の派遣
委託

派遣回数 年１０回 年１３回 265
手話通訳者・要
約筆記者の派遣
委託

派遣回数 年３０回 270
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

21 総
手話講習会等の
開催

手話通訳者、要約筆記者
の養成

一般
政
策

障害福祉
課

428
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 635 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21
手話講習会等の
開催

障害福祉
課

手話講習会の開
催
（委託）

開催回数 年２０回 年２０回 260
手話講習会の開
催
（委託）

開催回数 年２０回 437
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

21
手話講習会等の
開催

障害福祉
課

要約筆記講習会
の開催
（委託）

開催回数 年１０回 年８回 168
要約筆記講習会
の開催
（委託）

開催回数 年８回 168
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

21
手話講習会等の
開催

講習会資料作成 作成件数 年２回 30
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

22 総
地域就労セン
ター事業

障害者の就労援助 障害者
政
策

就労支援の充
実

障害福祉
課

4,658
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4,658 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22
地域就労セン
ター事業

障害福祉
課 負担金の支払 支払回数 年１回 年１回 4,658 負担金の支払 支払回数 年１回 4,658 1

障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22
地域就労セン
ター事業

障害福祉
課

障害者の就労支
援に関する会議
等の開催

開催回数 年１回 年１回
障害者の就労支
援に関する会議
等の開催

開催回数 年１回 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総
特別障害者手当
等（国手当）に
係る事務

重度障害者の支援、特別
障害手当（国手当）の支
給

支給対
象者

義
務

障害福祉
課

64,068
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 69,162
現状維

持
なし 維持

23

特別障害者手当
等（国手当）に
係る事務

障害福祉
課

在宅重度障害者
支援の為、特別
障害手当等（国
手当）を支給

支給件数 3,220件 3,060件 64,068

在宅重度障害者
支援の為、特別
障害手当等（国
手当）を支給

支給件数 3,300件 69,162
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24 総
重度障害者福祉
手当（市手当）
に係る事務

重度障害者の支援、特別
障害手当（市手当）の支
給

支給対
象者

政
策

障害福祉
課

111,690
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 120,300 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

24

重度障害者福祉
手当（市手当）
に係る事務

障害福祉
課

在宅重度障害者
支援の為、福祉
手当（市手当）
を支給

支給件数
51,200
件

52,600
件

111,690

在宅重度障害者
支援の為、福祉
手当（市手当）
を支給

支給件数
54,600
件

120,300
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25 総
障害者地域作業
所通所者負担金
に係る事務

市外の通所作業所へ通所
する重度障害者の負担金
を当該市町村へ支払う

他市町
村

政
策

障害福祉
課

2,729
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 3,895 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

25

障害者地域作業
所通所者負担金
に係る事務

障害福祉
課 負担金の支払 支払回数 年１回 年１回 2,729 負担金の支払 支払回数 年１回 3,895

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

26 総

精神障害者地域
作業指導事業費
の寒川負担分に
係る事務

市外の精神障害者地域作
業所へ通所する精神障害
者障害者の負担金を当該
市町村へ支払う

他市町
村

政
策

障害福祉
課

2,368
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 2,563 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

26

精神障害者地域
作業指導事業費
の寒川負担分に
係る事務

障害福祉
課 負担金の支払 支払回数 年１回 年１回 2,368 負担金の支払 支払回数 年１回 2,563

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27 総
障害者地域作業
所指導事業

障害者地域作業所運営費
用の助成

地域作
業所

政
策

障害福祉
課

84,438
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 57,758 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

27
障害者地域作業
所指導事業

障害福祉
課

障害者地域作業
所の運営費用の
助成

申請受領、審
査、補助金支
払及び精算の
回数

年２回 年２回 82,888
障害者地域作業
所の運営費用の
助成

申請受領、審
査、補助金支
払及び精算の
回数

年２回 51,758
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27
障害者地域作業
所指導事業

障害福祉
課

法定事業所に移
行する作業所の
助成

対象作業所数 ８作業所 ２作業所 1,550
法定事業所に移
行する作業所の
助成

対象作業所数 ３作業所 6,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

28 総
障害者福祉的就
労協力事業所奨
励事業

障害者就労協力事業所へ
の奨励

就労協
力事業

所

政
策

就労支援の充
実

障害福祉
課

810
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,080 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

28

障害者福祉的就
労協力事業所奨
励事業

障害福祉
課

障害者就労協力
事業所への奨励
金の支払

申請受領、審
査、奨励金支
払及び精算の
回数

年４回 年４回 810
障害者就労協力
事業所への奨励
金の支払

申請受領、審
査、奨励金支
払及び精算の
回数

年４回 1,080 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29 総
心身障害児通園
施設の運営

心身障害児通園施設の運
営・管理

心身障
害児

政
策

障害児支援の
充実

障害福祉
課

150,844
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 128,256 3
療育体制の整
備

未 高 高 高
現状維

持
なし

減
ら
す

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

運営・管理に係
る協定及び指定
管理料

契約及び委託
料支払時期

平成２１
年４月及
び１０月

平成２１
年４月及
び１０月

144,095
運営・管理に係
る協定及び指定
管理料

契約及び委託
料支払時期

平成２２
年４月及
び１０月

125,756 3
療育体制の整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

運営に係る協議
及び連絡

協議等の回数 月１回 月１回
運営に係る協議
及び連絡

協議等の回数 月１回

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

入園・退園に係
る事務

入園・退園の
事務処理件数

年５０件
年１０３
件

入園・退園に係
る事務

入園・退園の
事務処理件数

年５０件

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

サービス料金の
徴収事務

徴収回数 年１２回 年１２回
サービス料金の
徴収事務

徴収回数 年１２回

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課 小規模施設修繕 修繕箇所数 ３箇所 ２箇所 198 小規模施設修繕 修繕箇所数 ３箇所 700

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課 整備工事 工事箇所 １箇所 １箇所 6,531

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

指定管理者選定
等委員会開催

開催回数 ３回 ２回 20

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課 園庭遊具の購入

園庭遊具の台
数

１台 1,800
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

指定管理業務モ
ニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モ
ニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

指定管理業務モ
ニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回

指定管理業務モ
ニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
心身障害児通園
施設の運営

障害福祉
課

指定管理業務モ
ニタリング
（実施調査）

導入施設への
実施調査回数

１施設×
年２回

年０回
指定管理業務モ
ニタリング
（実施調査）

導入施設への
実施調査回数

１施設×
年２回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 総
障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害者ふれあい活動ホー
ムの運営・管理

活動
ホーム
利用者

政
策

障害福祉
課

109,393
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 111,205 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課

運営・管理に係
る協定及び指定
管理料

契約及び委託
料支払時期

平成２１
年４月及
び１０月

平成２１
年４月及
び１０月

109,158
運営・管理に係
る協定及び指定
管理料

契約及び委託
料支払時期

平成２１
年４月及
び１０月

110,965
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課

運営に係る協議
及び連絡

協議等の回数 月１回 月１回
運営に係る協議
及び連絡

協議等の回数 月１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課 入所に係る事務

入所の事務処
理件数

年５件 年５７件 入所に係る事務
入所の事務処
理件数

年５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課

サービス料金の
徴収事務

徴収回数 年１２回 年１２回
サービス料金の
徴収事務

徴収回数 年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課 小規模施設修繕 修繕箇所数 ５箇所 ３箇所 215 小規模施設修繕 修繕箇所数 ５箇所 240

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課

指定管理者選定
等委員会開催

開催回数 ３回 ２回 20

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課

指定管理業務モ
ニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務モ
ニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課

指定管理業務モ
ニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回

指定管理業務モ
ニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30

障害者ふれあい
活動ホームの運
営

障害福祉
課

指定管理業務モ
ニタリング
（実施調査）

導入施設への
実施調査回数

１施設×
年２回

年０回
指定管理業務モ
ニタリング
（実施調査）

導入施設への
実施調査回数

１施設×
年２回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
障害認定審査事
業

障害福祉サービスを受け
るための障害程度区分認
定審査

障害者
義
務

障害福祉
課

2,561
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,287 5
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

31
障害認定審査事
業

障害福祉
課

審査会の開催
（報酬支払）

開催回数 年３６回 年２８回 2,409
審査会の開催
（報酬支払）

開催回数 年３６回 3,132 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
障害認定審査事
業

障害福祉
課 研修会の受講 受講回数 年１回 年０回 0 5

在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31
障害認定審査事
業

障害福祉
課 資料の作成 作成回数 年３６回 年２８回 15 資料の作成 作成回数 年３６回 10 5

在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持



業務棚卸評価シート（平成２２年度版） 7/17

実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

31
障害認定審査事
業

障害福祉
課 資料の事前送付 送付通数 ２００通 ２２８通 76 資料の事前送付 送付通数 １９０通 75 5

在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31
障害認定審査事
業

障害福祉
課 封筒の印刷 印刷枚数 1,500枚 4,000枚 61 封筒の印刷 印刷枚数 4,000枚 70 5

在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32 総
障害認定調査事
業

障害福祉サービスを受け
るための障害程度区分認
定調査

障害者
義
務

障害福祉
課

2,757
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,993 5
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

32
障害認定調査事
業

障害福祉
課 資料の作成 作成件数

年３５０
件

年３７６
件

1,706 資料の作成 作成件数
年４３７
件

1,946 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32
障害認定調査事
業

障害福祉
課

医師の意見書の
郵送

郵送件数
年４２０
件

年３９９
件

38
医師の意見書の
郵送

郵送件数
年４２５
件

39 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32
障害認定調査事
業

障害福祉
課 認定調査委託料 委託件数

年１８５
件

年２４１
件

1,013 認定調査委託料 委託件数
年２４０
件

1,008 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 総
自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

自立支援法の規定に要介
護給付に関する支給決定

障害者
義
務

障害福祉
課

901,093
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 1,295,886 5
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

有り 維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

居宅介護に関す
る支給決定

対象件数
年2,400
件

年2,140
件

124,994
居宅介護に関す
る支給決定

対象件数
年2,400
件

143,455 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

短期入所に関す
る支給決定

対象件数
年４８０
件

年５０１
件

25,315
短期入所に関す
る支給決定

対象件数
年６００
件

28,755 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

生活介護に関す
る支給決定

対象件数
年2,280
件

年2,890
件

510,187
生活介護に関す
る支給決定

対象件数
年2,880
件

527,185 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

生活介護・重心
通所に関する支
給決定

対象件数 年４８件 年５６件 3,976
生活介護・重心
通所に関する支
給決定

対象件数 年７２件 5,112 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

児童デイサービ
スに関する支給
決定

対象件数
年４８０
件

年６３２
件

21,904
児童デイサービ
スに関する支給
決定

対象件数
年６００
件

23,355 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

療養介護に関す
る支給決定

対象件数 年３６件 年３６件 8,563
療養介護に関す
る支給決定

対象件数 年３６件 9,026 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

共同生活介護に
関する支給決定

対象件数
年９００
件

年８７０
件

98,397
共同生活介護に
関する支給決定

対象件数
年1,020
件

135,902 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

施設入所支援に
関する支給決定

対象件数
年1,320
件

年1,236
件

107,681
施設入所支援に
関する支給決定

対象件数
年1,320
件

117,340 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

障害福祉
課

行動援護に関す
る支給決定

対象件数 年２４件 年3件 76
行動援護に関す
る支給決定

対象件数 年２４件 0 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

旧法施設に関す
る支給決定

対象件数
年2,868
件

300,390 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

重度訪問介護に
関する支給決定

対象件数 年２４件 2,918 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

33

自立支援給付費
（介護給付費）
に係る事務

療養介護医療に
関する支払

支払件数 年１２件 2,448 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

34 総
施設訓練等支援
に係る事務

自立訓練、就労移行支
援、就労継続支援、共同
生活支援

障害者
義
務

障害福祉
課

165,580
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 204,510 5
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

有り 維持

34
施設訓練等支援
に係る事務

障害福祉
課

共同生活援助
（グループホー
ム）に係る支給
決定

対象件数
年１２０
件

年９４件 6,632

共同生活援助
（グループホー
ム）に係る支給
決定

対象件数
年１４４
件

13,427 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

34
施設訓練等支援
に係る事務

障害福祉
課

就労移行支援に
係る支給決定

対象件数
年２４０
件

年３７７
件

54,082
就労移行支援に
係る支給決定

対象件数
年３９６
件

61,922 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

34
施設訓練等支援
に係る事務

障害福祉
課

就労継続支援に
係る支給決定

対象件数
年１２０
０件

年９２１
件

95,578
就労継続支援に
係る支給決定

対象件数
年1,008
件

110,558 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

34
施設訓練等支援
に係る事務

障害福祉
課

自立訓練に係る
支給決定

対象件数
年２４０
件

年８１件 9,288
自立訓練に係る
支給決定

対象件数
年１５６
件

18,603 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求における報告書
の整理を嘱託職員で
行う。

維持

35 総
自立支援医療に
係る事務

障害程度の除去、または
軽減されること目的とし
た医療

障害者
義
務

障害福祉
課

125,431
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 158,490
現状維

持
なし 維持

35
自立支援医療に
係る事務

障害福祉
課

自立支援医療費
に関する支給決
定

費用の支払回
数

年１２回 年１２回 125,431
自立支援医療費
に関する支給決
定

費用の支払回
数

年１２回 158,490
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

36 総
補装具給付費に
係る事務

身体障害（児）者の機能
を補完又は代替えするも
のを給付する

身体障
害

（児）
者

義
務

障害福祉
課

32,585
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 37,000
現状維

持
有り 維持

36
補装具給付費に
係る事務

障害福祉
課

身体障害者の補
装具（交付、又
は修理）に関す
る支給決定

費用の支払回
数

年３００
件

年３１２
件

16,692

身体障害者の補
装具（交付、又
は修理）に関す
る支給決定

費用の支払回
数

年３００
件

19,000 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
給付兼の整理、入力
を嘱託職員で行う。

維持

36
補装具給付費に
係る事務

障害福祉
課

身体障害児の補
装具（交付、又
は修理）に関す
る支給決定

費用の支払回
数

年２５０
件

年１８２
件

15,893

身体障害児の補
装具（交付、又
は修理）に関す
る支給決定

費用の支払回
数

年１３０
件

18,000 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
給付兼の整理、入力
を嘱託職員で行う。

維持

37 総
コミュニケー
ション支援事業

聴覚障害者の支援
聴覚障
害者

義
務

障害福祉
課

3,691
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 3,752
現状維

持
有り 維持

37
コミュニケー
ション支援事業

障害福祉
課

手話通訳者、要
約筆記者の派遣

派遣回数
年５３０
回

年４４７
回

1,699
手話通訳者、要
約筆記者の派遣

派遣回数
年４４０
回

1,672 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
手話通訳者等の派遣
事務を嘱託員で行
う。

維持

37
コミュニケー
ション支援事業

障害福祉
課

手話通訳者の窓
口配備

窓口配備日数
年２５５
日

年２４９
回

1,992
手話通訳者の窓
口配備

窓口配備日数
年２６０
日

2,080 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
手話通訳者等の派遣
事務を嘱託員で行
う。

維持

38 総
成年後見制度利
用支援事業

成年後見制度を利用する
必要があると認められる
にも関わらず、経済的理
由などで制度を利用でき
ない場合の支援

知的障
害者・
精神障
害者

義
務

障害福祉
課

16
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,209 4
成年後見利用
支援事業

現状維
持

なし 維持

38
成年後見制度利
用支援事業

障害福祉
課

成年後見制度に
おける市長申立
に係る事務

家庭裁判所へ
の申立件数

年６件 年２件 16
成年後見制度に
おける市長申立
に係る事務

家庭裁判所へ
の申立件数

年６件 657 4
成年後見利用
支援事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

38
成年後見制度利
用支援事業

障害福祉
課

成年後見制度に
おける利用支援

後見人依頼件
数

年６件 年１件 0
成年後見制度に
おける利用支援

後見人依頼件
数

年２件 552 4
成年後見利用
支援事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

39 総
成年後見支援セ
ンターの運営

知的障害、精神障害等に
より判断能力が不十分な
方の支援のための相談窓
口の設置

知的障
害者・
精神障
害者

政
策

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 4
成年後見利用
支援事業

未 高 中 高
現状維

持
有り 維持

39
成年後見支援セ
ンターの運営

障害福祉
課 4

成年後見利用
支援事業

不
可

不
要

済 済 有 有り 23

予算は高齢福祉介護
課にて計上。協働事
業が終了するため、
事業手法について協
議している。

予算
なし

40 総
障害者自立支援
協議会の運営

関係機関とのネットワー
クの構築、社会資源の活
用、課題の整理、新たな
資源の開発、改善を目指
す。

障害福
祉関係

者

義
務

障害福祉
課

130
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 320 2
自立支援協議
会の運営

現状維
持

有り 維持

40
障害者自立支援
協議会の運営

障害福祉
課

自立支援協議会
に係る事務

地域自立支援
協議会委員謝
礼、研修会開
催回数

年７回 年５回 130
自立支援協議会
に係る事務

地域自立支援
協議会委員謝
礼、研修会開
催回数

年８回 300 2
自立支援協議
会の運営

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
会議のテープ起こし
や、資料の作成を嘱
託職員で行う。

維持

40
障害者自立支援
協議会の運営

障害福祉
課

自立支援協議会
に係る事務

地域自立支援
協議会資料の
作成

年４０回 年３３回 0
自立支援協議会
に係る事務

地域自立支援
協議会資料の
作成

年４０回 10 2
自立支援協議
会の運営

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
会議のテープ起こし
や、資料の作成を嘱
託職員で行う。

維持

40
障害者自立支援
協議会の運営

自立支援協議会
に係る事務

地域自立支援
協議会事務用
パンフの作成

年１回 10 2
自立支援協議
会の運営

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

41 総

地域活動支援セ
ンター及び相
談・生活支援事
業

市町村が主体となって行
なう地域生活支援事業

障害者
義
務

障害福祉
課

125,125
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 158,043
現状維

持
なし 維持

41

地域活動支援セ
ンター及び相
談・生活支援事
業

障害福祉
課

地域活動支援セ
ンターに係る事
務

委託料の支払
件数

年６件 年６件 81,709
地域活動支援セ
ンターに係る事
務

委託料の支払
件数

年８件 107,054
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

41

地域活動支援セ
ンター及び相
談・生活支援事
業

地域活動支援セ
ンターに係る事
務

市外施設の支
払件数

年９６件 6,852
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

41

地域活動支援セ
ンター及び相
談・生活支援事
業

障害福祉
課

障害者への相談
事業の実施
（相談支援）

委託料の支払
件数

年３件 年３件 37,333
障害者への相談
事業の実施
（相談支援）

委託料の支払
件数

年３件 37,897
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

41

地域活動支援セ
ンター及び相
談・生活支援事
業

障害福祉
課 生活支援事業

委託料の支払
件数

年３件 年３件 6,083 生活支援事業
委託料の支払
件数

年３件 6,240
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

42 総
茅ヶ崎市ふれあ
い交流会の開催

障害者の社会参加支援の
ため茅ヶ崎市ふれあい交
流会を委託により実施

障害者
とその
家族

政
策

障害福祉
課

1,310
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 1,360 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

42
茅ヶ崎市ふれあ
い交流会の開催

障害福祉
課

茅ヶ崎市ふれあ
い交流会の開催
（委託）

開催時期

平成２１
年６月、
９月及び
１０月

平成２１
年９月及
び１０月

1,310
茅ヶ崎市ふれあ
い交流会の開催
（委託）

委託料の支払
件数

年３件 1,360
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

43 総
市障害者運動会
に係る事務

障害者の社会参加支援 対象者
政
策

障害福祉
課

254
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 254 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

43
市障害者運動会
に係る事務

障害福祉
課

社会参加促進事
業
スポーツ教室等
開催

委託契約締結 １回 １回 254

社会参加促進事
業
スポーツ教室等
開催

委託契約締結 １回 254
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

43
市障害者運動会
に係る事務

障害福祉
課

運動会開催・運
営協力

運動会開催・
運営協力

１回 １回
運動会開催・運
営協力

運動会開催・
運営協力

１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

44 総
訪問入浴サービ
スに係る事務

在宅重度障害者の日常生
活支援

在宅重
度障害

者

義
務

障害福祉
課

5,107
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 12,000 5
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

44
訪問入浴サービ
スに係る事務

障害福祉
課

訪問入浴サービ
スの事業に係る
事務

事業費の支払
回数

年１２回 年１２回 5,107
訪問入浴サービ
スの事業に係る
事務

事業費の支払
回数

年１２回 12,000 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

45 総
移動支援事業
（ハンディキャ
ブ運行事業）

在宅重度障害者の社会参
加と生活圏拡大

在宅重
度障害

者

義
務

障害福祉
課

526
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 662 5
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

なし 維持

45

移動支援事業
（ハンディキャ
ブ運行事業）

障害福祉
課

リフト付き乗用
車の運行に係る
事務

委託料の支払
回数

年１回 年１回 526
リフト付き乗用
車の運行に係る
事務

委託料の支払
回数

年１回 662 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46 総
自家用車改造経
費等助成事業

身体障害者の社会参加と
生活圏拡大

身体障
害者

政
策

障害福祉
課

300
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 400 5
在宅障害者支
援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

46
自家用車改造経
費等助成事業

障害福祉
課

自家用車の改造
経費の助成

助成件数 年２件 年３件 300
自家用車の改造
経費の助成

助成件数 年２件 200 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

46
自家用車改造経
費等助成事業

障害福祉
課

運転免許教習費
用の助成

助成件数 年２件 年０件 0
運転免許教習費
用の助成

助成件数 年２件 200 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47 総
更生訓練費に係
る事務

身体障害者更生援護施設
入所者等の更生訓練

身体障
害者の
施設入
所者

義
務

障害福祉
課

623
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 1,323 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

47
更生訓練費に係
る事務

障害福祉
課

身体障害者への
更生訓練費の支
払

対象件数
年２２８
件

年１２９
件

623
身体障害者への
更生訓練費の支
払

対象件数
年２１６
件

1,323
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48 総
日常生活用具給
付事業

身体障害（児）者の日常
生活支援、日常生活用具
の給付や住宅設備改造の
助成

身体障
害者

義
務

障害福祉
課

38,065
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 44,779 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

48
日常生活用具給
付事業

障害福祉
課

重度身体障害
（児）者への日
常生活用具の給
付

給付件数
年3,630
件

年3,791
件

38,065

重度身体障害
（児）者への日
常生活用具の給
付

給付件数
年4,080
件

44,779
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

49 総
移動・日中支援
事業

障害（児）者の日常生活
の支援

障害者
義
務

障害福祉
課 　 　 111,831

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 　 　 122,402 5
在宅障害者支
援の充実

現状維
持

有り 維持

49
移動・日中支援
事業

障害福祉
課

移動支援に関す
る支給決定

対象件数
年3,120
件

年2,868
件

74,674
移動支援に関す
る支給決定

対象件数
年3,000
件

76,000 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求の報告書の整理
を嘱託職員で行う。

維持

49
移動・日中支援
事業

障害福祉
課

日中一時支援に
関する支給決定

対象件数
年1,980
件

年2,052
件

37,157
日中一時支援に
関する支給決定

対象件数
年2,100
件

46,402 5
在宅障害者支
援の充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
請求の報告書の整理
を嘱託職員で行う。

維持

50 総
サービス利用計
画に係る事務

障害福祉サービスのため
のケアプラン作成

障害者
義
務

障害福祉
課

256
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 690 5
在宅障害者支
援の充実

拡大 なし
増
や
す

50
サービス利用計
画に係る事務

障害福祉
課

ケアプランの作
成及びケアマネ
ジメント

ケアプラン作
成件数

年３６件 年２６件 256
ケアプランの作
成及びケアマネ
ジメント

ケアプラン作
成件数

年６０件 690 5
在宅障害者支
援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23

国の施策の方向性と
してもケアマネジメ
ントの必要性は増加
しており、事業の拡
大が見込まれる。

増
や
す

51 総
特定障害者特別
給付（補足給
付）に係る事務

特定入所サービスでの特
定費用の負担が生活保護
の対象とならないように
負担軽減を図る。

障害者
義
務

障害福祉
課

27,880
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 28,920
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

51

特定障害者特別
給付（補足給
付）に係る事務

障害福祉
課

障害者の補足給
付に関する支給
決定

対象者数
年１６０
人

年１３６
人

27,880
障害者の補足給
付に関する支給
決定

対象者数
年１５０
人

28,920
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

52 総
高額障害福祉
サービス費に係
る事務

同一世帯内に障害福祉
サービスを利用する者が
複数居る場合の世帯負担
の軽減

障害者
世帯

義
務

障害福祉
課

788
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 2,004
現状維

持
なし 維持

52

高額障害福祉
サービス費に係
る事務

障害福祉
課

高額障害福祉
サービス費に関
する支給決定及
び関連事務

対象者数 年１５人 年２０人 788

高額障害福祉
サービス費に関
する支給決定及
び関連事務

対象者数 年２０人 2,004
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

53 総
事業運営円滑化
事業

法律施行に伴う激変緩和
や経過的な支援を行う

障害者
及び施

設

義
務

障害福祉
課

14,532
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 12,320
現状維

持
なし 維持

53
事業運営円滑化
事業

障害福祉
課 給付費等の支払 対象事業所数

年５事業
所

年１１事
業所

14,532 給付費等の支払 対象事業所数
年５事業
所

12,320
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

54 総
通所サービス利
用促進事業

法律施行に伴う激変緩和
や経過的な支援を行う

障害者
及び施

設

義
務

障害福祉
課

9,000
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 12,000
現状維

持
なし 維持

54
通所サービス利
用促進事業

障害福祉
課 給付費等の支払 対象事業所数

年４事業
所

年３事業
所

9,000 給付費等の支払 対象事業所数
年４事業
所

12,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

55 総
進行性筋萎縮症
者療養等給付事
業

法律施行に伴う激変緩和
や経過的な支援を行う

障害者
及び施

設

義
務

障害福祉
課

67
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 67
現状維

持
なし 維持

55

進行性筋萎縮症
者療養等給付事
業

障害福祉
課 給付費等の支払 支払回数 年１２回 年１２回 67 給付費等の支払 支払回数 年１２回 67

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

702 総
障害者庁内雇用
促進事業

障害者の庁内職場体験
障害者
及び支
援者

政
策

就労支援の充
実

障害福祉
課

200
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

702
障害者庁内雇用
促進事業

障害福祉
課

障害者の支援者
の報酬の支払い

支払回数 年６回 年４回 200 №５７に統合

56 総 空店舗活用事業
空店舗を活用して障害者
の雇用の創出

障害者
及び支
援者

政
策

店舗活用型就
労支援事業

障害福祉
課

8,850
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 16,598 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

56 空店舗活用事業
障害福祉

課
空店舗活用の検
討

空店舗数 １カ所 １カ所 8,850 就労訓練の支援 就労訓練者数 ２人 16,598 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

703 総
障害者就労訓練
費

障害者の雇用の促進と就
労の定着のための就労訓
練費

事業者
政
策

就労支援の充
実

障害福祉
課

575
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

703
障害者就労訓練
費

障害福祉
課 就労訓練の支援 就労訓練者数 １０人 １０人 575 №５７に統合

57 総
障害者就労支援
事業

障害者の就労支援と雇用
の促進を図る

障害者
および
事業者

政
策

就労支援の充
実

障害福祉
課

2,215 1
障害者の就労
支援の充実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

57
障害者就労支援
事業

障害福祉
課

障害者職場体験
事業

職場体験者数 ６人 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

57
障害者就労支援
事業

障害福祉
課

就労支援事業事
務およびジョブ
コーチ

活動日数 ２４２日 1,138 1
障害者の就労
支援の充実

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

57
障害者就労支援
事業

障害福祉
課 障害者の雇用 雇用者数 ２人 717 1

障害者の就労
支援の充実

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

57
障害者就労支援
事業

障害福祉
課

障害者就労訓練
事業

就労訓練者数 ４人 360 1
障害者の就労
支援の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

58 総
ＳＯＳネット
ワーク事業

障害児（者）が行方不明
になった時の早期発見、
本人の安全、家族の安心
を支えるシステム

障害者
および
家族

政
策

障害福祉
課

202
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 461 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

58
ＳＯＳネット
ワーク事業

障害福祉
課

ＳＯＳネット
ワーク事業委託

委託契約数 １箇所 １箇所 177
ＳＯＳネット
ワーク事業委託

委託契約数 １箇所 420
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

58
ＳＯＳネット
ワーク事業

障害福祉
課

ＰＲ用パンフ
レット作成

作成回数 １回 １回 0 可
必
要

不
可

不
可

無 有り

高齢福祉介護課の施
策とともに併せて作
成する予定。印刷等
ついては、臨時職員
でも可能な事務であ
る。

予算
なし

58
ＳＯＳネット
ワーク事業

障害福祉
課

一時保護（短期
入所）

利用回数 ５日 ３日 25
一時保護（短期
入所）

利用回数 ５日 41
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

59 総
障害者住宅設備
改良費の補助に
係る事務

在宅障害者の住宅設備改
修の補助

在宅障
害者で
住宅設
備改修
する者

政
策

障害者地域生
活推進事業

障害福祉
課

2,403
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,000 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

59

障害者住宅設備
改良費の補助に
係る事務

障害福祉
課

在宅障害者の住
宅設備改修の補
助

補助件数 年１５件 年８件 2,403
在宅障害者の住
宅設備改修の補
助

補助件数 年１２件 3,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

60 総
障害者団体バス
助成事業

障害者団体の社会活動参
加支援

市内障
害者団

体

政
策

障害者地域生
活推進事業

障害福祉
課

368

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。また、条件を緩
和し、さらに成果が
見込まれる。

Ｂ 680 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

60
障害者団体バス
助成事業

障害福祉
課

障害者団体の社
会活動参加及び
レクリエーショ
ン活動に係る支
援バス賃借料へ
の補助

補助金の支払
回数

年３０回 年６回 368

障害者団体の社
会活動参加及び
レクリエーショ
ン活動に係る支
援バス賃借料へ
の補助

補助金の支払
回数

年1０回 680
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

61 総
単独型短期入所
支援事業

単独型短期入所の利用支
援

施設入
所者

政
策

障害者地域生
活推進事業

障害福祉
課

3,571
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,680 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

61
単独型短期入所
支援事業

障害福祉
課

単独型短期入所
利用支援事業の
実施

延利用日数
１１００
日

１１１６
日

3,571
単独型短期入所
利用支援事業の
実施

延利用日数
１１５０
日

3,680
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

62 総
グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

グループホーム・ケア
ホーム設置事業者への支
援

設置事
業者

政
策

障害者地域生
活推進事業

障害福祉
課

1,998
設置事業者がいませ
んでした。 Ｃ 6,000 7

障害者地域生
活推進事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

62

グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

障害福祉
課

グループホー
ム・ケアホーム
設置事業者への
補助（設備）

補助金の支払
回数

年１回 なし 0

グループホー
ム・ケアホーム
設置事業者への
補助（設備）

補助金の支払
回数

年１回 5,000 7
障害者地域生
活推進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

62

グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

障害福祉
課

グループホー
ム・ケアホーム
設置事業者への
補助（備品）

補助金の支払
回数

年１回 年２回 1,998

グループホー
ム・ケアホーム
設置事業者への
補助（備品）

補助金の支払
回数

年１回 1,000 7
障害者地域生
活推進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

63 総
グループホーム
等利用者地域支
援事業

グループホーム等への移
行者支援

グルー
プホー
ムへの
移行者

政
策

障害者地域生
活推進事業

障害福祉
課

7,108
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 9,840 7
障害者地域生
活推進事業

未 高 高 高
現状維

持
維持

63

グループホーム
等利用者地域支
援事業

障害福祉
課

グループホー
ム・ケアホーム
への移行者への
家賃補助

補助金の支払
回数

年１２回 年１２回 366

グループホー
ム・ケアホーム
への移行者への
家賃補助

補助金の支払
回数

年１２回 1,080 7
障害者地域生
活推進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

63

グループホーム
等利用者地域支
援事業（市単
独）

障害福祉
課

グループホー
ム・ケアホーム
利用者への家賃
助成

補助金の支払
回数

年１２回 年１２回 6,742

グループホー
ム・ケアホーム
利用者への家賃
助成（市単独）

補助金の支払
回数

年１２回 8,760 7
障害者地域生
活推進事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
申請書、請求書の整
理を嘱託職員で行
う。

維持

64 総
地域交流支援事
業

地域交流等支援事業
地域交
流活動
団体

政
策

障害者地域生
活推進事業

障害福祉
課

1,248
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,200 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

64
地域交流支援事
業

障害福祉
課

地域交流支援事
業を行う事業所
への補助

施設数 １箇所 ２箇所 1,248
地域交流支援事
業を行う事業所
への補助

施設数 ２箇所 1,200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

65 総
地域防災拠点事
業

地域防災拠点事業
地域交
流活動
団体

政
策

障害者地域生
活推進事業

障害福祉
課

1,380
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,800 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

65
地域防災拠点事
業

障害福祉
課

地域防災拠点事
業を行う事業者
への補助

施設数 ２箇所 ２箇所 1,380
地域防災拠点事
業を行う事業者
への補助

施設数 ２箇所 1,800
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

704 総
就労等基盤整備
推進事業

障害福祉
課

0 Ｚ

704
就労等基盤整備
推進事業

障害福祉
課

就労等基盤整備
推進事業を行う
事業所への補助

対象人数 ２人 ０人 0

66 総
重度障害者への
タクシー利用の
助成

障害者の社会参加、生活
圏の拡大を図る。

在宅重
度障害

者

政
策

障害福祉
課

49,257
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 51,120 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

66

重度障害者への
タクシー利用の
助成

障害福祉
課

タクシーの基本
料金の支払

支払回数 年１２回 年１２回 49,257
タクシーの基本
料金の支払

支払回数 年１２回 51,120 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
タクシー券の交付や
タクシー券の整理を
嘱託職員で行う。

維持

66

重度障害者への
タクシー利用の
助成

障害福祉
課

タクシー券の交
付

交付冊数
年2500
冊

年2120
冊

タクシー券の交
付

交付冊数
年2500
冊

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
タクシー券の交付や
タクシー券の整理を
嘱託職員で行う。

予算
なし

67 総
身体障害者への
自動車燃料の助
成

障害者の社会参加、生活
圏の拡大を図る。

在宅重
度障害
者で自
家用車
を運転
する者

政
策

障害福祉
課

1,453
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,931 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

67

身体障害者への
自動車燃料の助
成

障害福祉
課

使用した自動車
燃料費の精算に
係る事務

支払時期

平成２１
年７月及
び２２年
１月

平成２１
年７月及
び２２年
１月

1,453
使用した自動車
燃料費の精算に
係る事務

支払時期

平成２２
年７月及
び２３年
１月

1,931 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
申請、請求の事務を
嘱託職員で行う。

維持

68 総
障害者通所交通
費の助成

障害者の通所支援

障害者
で施設
に通所
してい
る者

政
策

障害福祉
課

21,884
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 22,000 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

68
障害者通所交通
費の助成

障害福祉
課

通所実績に応じ
た交通費の支払

支払回数 年４回 年４回 21,884
通所実績に応じ
た交通費の支払

支払回数 年４回 22,000 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
報告書の整理を嘱託
職員等で行う。

維持

69 総
重症心身障害児
者通所加算に係
る事務

重症心身障害児者を受け
入れる施設の支援

障害者
施設

政
策

障害福祉
課

2,345
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,360 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

69

重症心身障害児
者通所加算に係
る事務

障害福祉
課 特別加算の助成 助成回数 年２回 年２回 2,345 特別加算の助成 助成回数 年２回 3,360

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

70 総
生きがい会館の
管理

生きがい会館の施設管理
生きが
い会館
利用者

施
管

障害福祉
課

3,248
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3,961 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

70
生きがい会館の
管理

障害福祉
課

施設管理消耗品
の購入及び取付
交換

購入回数 年２回 年２回 41
施設管理消耗品
の購入及び取付
交換

購入回数 年２回 40
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

70
生きがい会館の
管理

障害福祉
課

施設管理に要す
る光熱水費の支
払

支払回数 年１２回 年１２回 1,767
施設管理に要す
る光熱水費の支
払

支払回数 年１２回 2,148
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

70
生きがい会館の
管理

障害福祉
課

施設維持のため
の修繕

修繕回数 年２回 年２回 82
施設維持のため
の修繕

修繕回数 年２回 400
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

70
生きがい会館の
管理

障害福祉
課

施設管理に関す
る各委託業務に
係る支払
（７業務）

支払回数 年１２回 年１２回 1,358

施設管理に関す
る各委託業務に
係る支払
（７業務）

支払回数 年１２回 1,373
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

71 総
災害時要援護者
支援制度

災害時要援護者支援制度
の整備

障害者
政
策

障害福祉
課

410
目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 2,525 6
災害時要援護
者支援制度の
充実

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

71
災害時要援護者
支援制度

障害福祉
課

新規登録案内通
知等の発送

発送数
年3,000
通

年2,862
通

370
新規登録案内通
知等の発送

発送数
年3,700
通

469 6
災害時要援護
者支援制度の
充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
登録書の整理や入力
を嘱託職員で行う。

維持

71
災害時要援護者
支援制度

障害福祉
課

地域支援者等研
修会の開催

開催回数 年２回 年１回 40
地域支援者等研
修会の開催

開催回数 年１回 50 6
災害時要援護
者支援制度の
充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
登録書の整理や入力
を嘱託職員で行う。

維持

71
災害時要援護者
支援制度

要援護者登録事
務

新規登録者数 年５０人 2,006 6
災害時要援護
者支援制度の
充実

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
登録書の整理や入力
を嘱託職員で行う。

維持

72 総
身体障害者手帳
の交付に関する
事業

身体障害者手帳の交付に
関する事業

身体障
害者手
帳所持
者他

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

72

身体障害者手帳
の交付に関する
事業

障害福祉
課

身体障害者手帳
に関する事業全
般

身体障害者手
帳の交付件数

年6,000
件

年５８２
件

身体障害者手帳
に関する事業全
般

身体障害者手
帳の交付件数

年600件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
申請書の入力を嘱託
職員等で行う。

予算
なし

73 総
療育手帳の交付
に関する事業

療育手帳の交付に関する
事業

療育手
帳所持
者他

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

73
療育手帳の交付
に関する事業

障害福祉
課

療育手帳の交付
に関する事業全
般

療育手帳の交
付件数

年９００
件

年２１６
件

療育手帳の交付
に関する事業全
般

療育手帳の交
付件数

年２５０
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

74 総
精神障害者保健
福祉手帳の交付
に関する事業

精神障害者保健福祉手帳
の交付に関する事業

精神障
害者保
健福祉
手帳所
持者他

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

74

精神障害者保健
福祉手帳の交付
に関する事業

障害福祉
課

精神障害者保健
福祉手帳の交付
に関する事業全
般

精神障害者保
健福祉手帳の
交付件数

年９００
件

年９３０
件

精神障害者保健
福祉手帳の交付
に関する事業全
般

精神障害者保
健福祉手帳の
交付件数

年９００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
通知の発送を嘱託職
員等で行う。

予算
なし

75 総
自立支援医療受
給者証の交付に
関する事業

自立支援医療受給者証の
交付に関する事業

精神障
害者保
健福祉
手帳所
持者他

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

75

自立支援医療受
給者証の交付に
関する事業

障害福祉
課

自立支援医療受
給者証の交付に
関する事業全般

自立支援医療
受給者証の交
付件数

年2,200
件

年2,300
件

自立支援医療受
給者証の交付に
関する事業全般

自立支援医療
受給者証の交
付件数

年2,200
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
受給者証発送準備等
を嘱託職員等で行
う。

予算
なし

76 総
神奈川県在宅重
度障害者等手当
の支給

神奈川県在宅重度障害者
等手当の支給に関するこ
と

手当支
給対象

者

義
務

障害福祉
課

現状維
持

なし
予算
なし

76

神奈川県在宅重
度障害者等手当
の支給

障害福祉
課

神奈川県在宅重
度障害者等手当
の支給に関する
こと全般

支給件数
年4,000
件

年2,942
件

神奈川県在宅重
度障害者等手当
の支給に関する
こと全般

支給件数
年4,000
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

77 総
心身障害者扶養
共済制度に係る
事務

心身障害者扶養共済制度
に関すること

障害者
の保護
者他

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

77

心身障害者扶養
共済制度に係る
事務

障害福祉
課

心身障害者扶養
共済制度に関す
ること全般

対象件数 年１５件 年４７件
心身障害者扶養
共済制度に関す
ること全般

対象件数 年１５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

78 総
巡回更生相談に
係る事務

重度身体障害者を対象と
した巡回更生相談に関す
ること

障害者
義
務

障害福祉
課

目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

78
巡回更生相談に
係る事務

障害福祉
課

巡回更生相談に
関すること全般

窓口開設日数 年１２日 年１２日
巡回更生相談に
関すること全般

窓口開設日数 年１２日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

79 総
バス運賃割引証
の交付

バス運賃割引証交付
重度障
害者の
介助者

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

79
バス運賃割引証
の交付

障害福祉
課

バス運賃割引証
の交付

交付件数
年７００
件

年６９６
件

バス運賃割引証
の交付

交付件数
年８００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
申請書の整理や入力
を嘱託職員等で行
う。

予算
なし

80 総
有料道路通行料
金割引手続に係
る事務

有料道路通行料金割引手
続き

自動車
で有料
道路を
利用す
る障害
者等

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

80

有料道路通行料
金割引手続に係
る事務

障害福祉
課

有料道路通行料
金割引のための
証明の発行

発行件数
年1000
件

年８４６
件

有料道路通行料
金割引のための
証明の発行

発行件数
年1000
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
申請書の整理を嘱託
職員等で行う。

予算
なし

80

有料道路通行料
金割引手続に係
る事務

障害福祉
課

有料道路通行料
金割引（ＥＴ
Ｃ）のための証
明の発行

発行件数
年５００
件

年５１４
件

有料道路通行料
金割引（ＥＴ
Ｃ）のための証
明の発行

発行件数
年５００
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
申請書の整理を嘱託
職員等で行う。

予算
なし

81 総
ＮＨＫ受信料減
免証明の交付

ＮＨＫ受信料減免証明交
付

収入の
少ない
障害者

等

義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

81
ＮＨＫ受信料減
免証明の交付

障害福祉
課

ＮＨＫ受信料減
免証明の交付及
び相談

交付件数
年５００
件

年２６４
件

ＮＨＫ受信料減
免証明の交付及
び相談

交付件数
年５００
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

81

ＮＨＫ受信料減
免対象者の現況
確認

障害福祉
課

ＮＨＫ受信料減
免対象者の現況
確認

確認件数
年1000
件

０件
ＮＨＫ受信料減
免対象者の現況
確認

確認件数
年1000
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
現況確認を嘱託職員
等で行う。

予算
なし

82 総
水道料金減免対
象者現況確認

水道料金減免対象者現況
確認

障害者
義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

82
水道料金減免対
象者現況確認

障害福祉
課

水道料金減免対
象者現況確認

確認件数
年５００
件

年2630
件

水道料金減免対
象者現況確認

確認件数
年2,700
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

83 総 障害者職業相談 障害者の就労支援 障害者
義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1
障害者の就労
支援の充実

現状維
持

なし
予算
なし

83 障害者職業相談
障害福祉

課
職業相談会の開
催

開催回数 年１２回 年１２回
職業相談会の開
催

開催回数 年１２回 1
障害者の就労
支援の充実

済
不
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

84 総
ふれあい作品展
の実施

地域作業所等の活動成果
の展示と販売

障害者
政
策

障害福祉
課

目標とした期日まで
に事務を行い、成果
がでている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

84
ふれあい作品展
の実施

障害福祉
課

ふれあい作品展
の実施に向けた
支援

作品展の実施
回数

年２回 年２回
ふれあい作品展
の実施に向けた
支援

作品展の実施
回数

年２回
(改修工
事の状況
による)

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

85 総
宅配給食サービ
スに係る事務

障害者の日常生活支援
単身の
障害者

政
策

障害福祉
課

民間活力の活用など
事業手法の改善によ
り、今後の成果が見
込める。

Ｄ 未 低 高 低
現状維

持
なし

予算
なし

85
宅配給食サービ
スに係る事務

障害福祉
課

有料での宅配給
食サービスの実
施

対象者数 月１２人 月０人
有料での宅配給
食サービスの実
施

対象者数 月１２人
不
可

不
要

済 可 無 なし

価格や食数について
障害者のニーズに合
わないため、制度の
必要性について再検
討の必要がある。

予算
なし

86 総
障害者団体に関
する事務

障害者団体との協議や連
絡に関すること全般

障害者
団体等

政
策

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

86
障害者団体に関
する事務

障害福祉
課

障害者団体との
協議や連絡に関
すること全般

適切に連絡等
を行った割合

１００％ １００％
障害者団体との
協議や連絡に関
すること全般

適切に連絡等
を行った割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

87 総
障害者支援施設
助成事業

障害者支援施設の建設費
の助成

社会福
祉法人

等

政
策

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

87
障害者支援施設
助成事業

障害福祉
課

施設建設に対し
建設費の助成・
相談

相談件数 年１件 ０件
施設建設に対し
建設費の助成・
相談

相談件数 年１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

88 総 福祉相談員事業 障害者の相談 相談員
義
務

障害福祉
課

0
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3
現状維

持
なし 維持

88 福祉相談員事業
障害福祉

課

福祉相談員会
議・研修会の開
催

開催件数 年３回 年３回 0
福祉相談員会議
の開催

開催件数 年３件 3
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

89 総
受給者証送付事
務

自立支援医療受給者証等
の発送に関する事業

障害者
義
務

979
現状維

持
なし 維持

89
受給者証送付事
務

受給者証の発送 発送件数
年4100
件

900
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

89
受給者証送付事
務

受給者証の発送
用封筒の作成

作成枚数
年3000
件

79
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

90 総
国庫負担金・補
助金事務

国庫負担金・補助金申
請・報告

国
義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

90
国庫負担金・補
助金事務

障害福祉
課

国に対し負担
金・補助金の申
請・報告

件数 年４件 年４件
国に対し負担
金・補助金の申
請・報告

件数 年４件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

2,807,761 2,807,761 3,362,386 3,362,386

実施計画
事業名

障害福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

障害福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

91 総
県負担金・補助
金事務

県負担金・補助金申請・
報告

県
義
務

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

91
県負担金・補助
金事務

障害福祉
課

県対し負担金・
補助金の申請・
報告

件数 年５件 年５件
県対し負担金・
補助金の申請・
報告

件数 年５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

内
部

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

部の災害応急対
策活動マニュア
ルおける課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急対
策活動マニュア
ルおける課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

障害福祉課が所
管する施設の被
害状況調査及び
応急対策に関す
ること（災害発
生時）

施設の被害状
況調査及び応
急対策

随時 実績なし

障害福祉課が所
管する施設の被
害状況調査及び
応急対策に関す
ること（災害発
生時）

施設の被害状
況調査及び応
急対策

随時

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

災害時の心身障
害児（者）の保
護に関すること
（災害発生時）

心身障害児
（者）の保護

随時 実績なし

災害時の心身障
害児（者）の保
護に関すること
（災害発生時）

心身障害児
（者）の保護

随時

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

災害時の手話通
訳者派遣、ガイ
ドヘルパー派遣
等に関すること
（災害発生時）

手話通訳者等
の派遣

随時 実績なし

災害時の手話通
訳者派遣、ガイ
ドヘルパー派遣
等に関すること
（災害発生時）

手話通訳者等
の派遣

随時

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

障害者に対する
援護に関するこ
と（災害発生
時）

障害者の援護 随時 実績なし

障害者に対する
援護に関するこ
と（災害発生
時）

障害者の援護 随時

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

社会福祉事業団
との連絡調整に
関すること（災
害発生時）

社会福祉事業
団との打合せ
回数

随時 実績なし

社会福祉事業団
との連絡調整に
関すること（災
害発生時）

社会福祉事業
団との打合せ
回数

随時

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

障害者の緊急受
入施設としてつ
つじ学園及びふ
れあい活動ホー
ムの運営に関す
ること（災害発

つつじ学園等
の緊急受入に
ついて

随時 実績なし

障害者の緊急受
入施設としてつ
つじ学園及びふ
れあい活動ホー
ムの運営に関す
ること（災害発

つつじ学園等
の緊急受入に
ついて

随時

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

災害時の障害者
受け入れ協定に
基づく協定先と
の連絡調整

連絡調整 年１回 年１回

災害時の障害者
受け入れ協定に
基づく協定先と
の連絡調整

連絡調整 年１回

888
災害応急対策活
動

障害福祉
課

災害時の障害者
受け入れ協定に
基づく応援要請
（災害等発生
時）

福祉避難所へ
の応援要請及
び職員派遣

随時 実績なし

災害時の障害者
受け入れ協定に
基づく応援要請
（災害等発生
時）

福祉避難所へ
の応援要請及
び職員派遣

随時

888 総 庁内共通事務
内
部

障害福祉
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

消耗品、燃料
費、食糧、修
繕、通信、手数
料

648 648


